
2024 年 6月 VER 

≪グループホームひまわりの家・重要事項説明書≫ 
（認知症対応型共同生活介護 介護予防認知症対応型共同生活介護用） 

 

１ （介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 うしおだ 

代 表 者 氏 名 理事長 倉石 奈津美 

本 社 所 在 地 

（ 電 話 番 号 等 ） 

〒230-0047 横浜市鶴見区下野谷町 4-163-1 

（電話番号：045-508-7061・ﾌｧｯｸｽ番号：045-508-7067） 

法人設立年月日 2002 年 2月 20 日 

法 人 の 理 念 

「人が人として尊ばれ、誰もが平和憲法の下で平等に、安心して住みつづけられ

る地域社会を実現させるために、より多くの人々と連帯し、共同の輪を広げてい

く」を社会福祉法人うしおだの基本理念とし、医療、介護、福祉の充実のために

努力します。 

他の介護保険関連

の 事 業 

〇認知症対応型共同生活介護  〇小規模多機能型居宅介護                                  

〇訪問介護          〇居宅介護支援                                                       

他の介護保険以外

の 事 業 

〇障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス 

〇横浜市委託事業 
 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 グループホームひまわりの家 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
第 1490100045 号 

事 業 所 所 在 地 

（電話番号等） 

〒230-0047 横浜市鶴見区下野谷町 4-163-1 

（電話番号：045-508-7061 ・ ﾌｧｯｸｽ番号：045-508-7067） 

交 通 の 便 ＪＲ 鶴見線 鶴見小野駅下車 徒歩 5分 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 
入居者が心身機能の維持回復に努め、住み慣れた地域で安心して生活が送れるよ

うに、日常生活上必要な支援と介護を行うことを目的とします。 

運 営 の 方 針 

①自立した生活介護を行うことを基本とし、入居者の残存能力を最大限に生か

し、主体性を尊重した援助を行います。      

②家庭的で温かい雰囲気作りに努め、入居者個人に合わせたリズムで生活できる

ように支援します。      

③入居者の生活の質を高め、人としての尊厳のある生活を送ることができるよう

なケアを行います。      
 

(3)事業所の施設概要 

建 物 概 要 鉄骨造 4階建・3階部分 延べ床面積 345.38 ㎡ 
自己所有 

敷 地 面 積        544.60 ㎡  

開 設 年 月 日 2007（平成 19）年 4月 1日 

ユ ニ ッ ト 数 1ユニット 

 

＜居室の概要・主な設備等＞ 

居 室 数 

定員・広さ 

9室 

一人部屋・9.4～11.1 ㎡（押入れ有） 

台   所 1 箇所  

食  堂・居 間 

（共同生活室） 
42.3 ㎡ 



ト イ レ 3 箇所 

浴   室 １箇所・家庭用浴槽 

事 務 室 14.4 ㎡ 

防犯・防災設備 
消火器、非常用照明、自動火災報知設備、自動火災通報装置、スプリ

ンクラー設備、警備会社通報装置 

避難設備等の概要 非常口２ヶ所、誘導灯 5ヶ所（３階部分）    
 

(4)サービス提供時間、利用定員 

サービス提供 時間 24 時間体制 

日中時間体制 (7：00～21：00) ３名 （内 7：30～15：30  １名） 

   （内 9：00～17：00  １名） 

   （内 11：00～19：00 １名）  

＊夜勤勤務者の勤務時間 

   （内夕方勤務 17：00～21：00 １名） 

   （内朝方勤務 7：00～9：00  1 名） 

夜間時間体制 （21：00～7：00） １名 （21：00～9：00    1 名） 

利用定員  内 訳 9 名 
 

(5)事業所の職員体制 

管理者 （ホーム長）  大腰 貴子 
 

職 職 務 内 容 
保有資格 

受講研修 
人 員 数 

管理者 

1.従業者及び業務の実施状況の把握その他の

業務の管理を一元的に行います。 

2.従業者に、法令等において規定されている

指定認知症対応型共同生活介護（介護予防

認知症対応型共同生活介護）の実施に関し、

事業所の従業者に対し遵守すべき事項にお

いて指揮命令を行います。 

看 護 師      

認知症介護実践研修 

認知症対応型サービ

ス事業管理者研修 

常 勤 １名 
（介護従業者と兼務） 

計画作成 

担当者 

1.適切なサービスが提供されるよう介護計画

を作成します。 

2.連携する介護老人保健施設、医療機関等と

の連絡・調整を行います。  

介護福福祉士 

介護支援専門員 

認知症介護実践研修 

介護支援専門員実務

従事者基礎研修 

常 勤 1 名 
（介護従業者と兼務） 

介護従業者 
1.利用者に対し必要な介護および世話、支援

を行います。 

介護福祉士 

初任者研修 

ヘルパー1・2級 

常 勤 3 名 

非常勤 9名 

 

３ 提供するサービスの内容及び費用について 

(1) 提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

（介護予防）認知症対応型 

共同生活介護計画の作成 

1 サービスの提供開始時に、利用者の心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、地域における活動への参加の機会の確保等、他の

介護事業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的

なサービス内容を記載した（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画

を作成します。 

2 利用者に応じて作成した介護計画の内容について、利用者及びその家族

に対して、説明し同意を得ます。 

3 （介護予防）認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該（介

護予防）認知症対応型共同生活介護計画を利用者に交付します。 

4 計画作成後においても、（介護予防）認知症対応型共同生活介護計画の

実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行います。  



食       事 

1 個々の利用者の栄養状態に応じた栄養管理に努めます。 

2 摂食・嚥下機能、その他入所者の身体状況、嗜好を考慮した食事を適切

な時間に提供します。 

3 可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。 

4 食事の自立に必要な支援を行い、生活習慣を尊重した適切な時間に必要

な時間を確保し、共同生活室で食事をとることを支援します。 

日常生活

上の世話 

食事の提供及び

介助 

1食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

2嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

入浴の提供及び

介助 

1 １週間に 2回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴の提供又

は清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導やおむつ交

換を行います。 

離床・着替え・

整容等 

1 寝たきり防止のため、できる限り離床していただくように配慮します。 

2 生活リズムを考え、毎朝夕の着替えのほか、必要時に着替えを行います。 

3 個人の尊厳に配慮し、適切な整容が行われるように援助します。 

4 シーツ交換は、定期的に行い、汚れている場合は随時交換します。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行いま

す。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の介助、服薬の

確認を行います。 

サービス区分と種類 サービス区分と種類 

機能訓練 

生活日常生活動

作を通じた訓練 

 

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を、可能な範

囲で行います。 

レクリエーショ

ンを通じた訓練 

 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、 

体操などを通じた訓練を行います。 

健康管理 利用者の健康管理につとめ、必要に応じ医療機関への受診を行います。 

重度化した場合による 

健康管理及び 

医療連携体制による 

指針及び同意書 

１、 急性期においては、主治医または協力機関のうしおだ診療所･汐田総合

病院及び、うしおだ訪問看護ステーションと連携をとり対応します。 

＊入居契約書第 7条（医療上必要への対応） 

２、 医療機関に入院が必要となった場合は、グループホームの住居費・管

理費について規程の金額をお支払いただきます。 

＊食費については、入院期間中の負担はありません。 

３、 看取りについては、ご本人の希望とご家族との話し合い、医療機関と

の連携相談により、判断し対応させていただきます。 

＊緊急時対応については、ご本人の意思確認が困難な場合は、ご家族（身

元引受人）と連絡を取り対応させていただきます。 

その他 

1 利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提供しま

す。 

2 良好な人間関係と家庭的な生活環境の中で、日常生活が過ごせるよう、

利用者と介護事業者等が、食事や掃除、洗濯、買い物、レクリエーショ

ン、外食、行事等を共同で行うよう努めます。 

3 利用者・家族が必要な行政手続き等を行うことが困難であると施設が判

断した場合、同意を得て代わって行います。  

4 常に利用者の心身の状況や置かれている環境等の的確な把握に努め、入

所者、家族に対し、その相談に応じるとともに、必要な支援を行います。 

5 常に家族と連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確保します。 

 

 



（2）介護保険給付サービス利用料金 
≪（介護予防）認知症対応型共同生活介護費≫ 

 別紙料金表をご参照下さい。 
 

 (3)その他の費用について 

以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。但し法人が必要と判断した場合、生活保

護受給者については減免し、生活保護基準に料金を引き下げ、差額分は事業者負担とする場合があ

ります。 

①家賃 
月額 ５３，７００円 （１日当たり１，７９０円） 

＊入院及び外泊期間についても定額請求致します。 

②敷金 

入居時 １０７，４００円(家賃２か月相当) 

利用者の故意・過失・善管注意義務違反、その他通常の使用を超えるような使用によ

る消耗・毀損があった場合には、復旧する際の原状回復費用を差し引いて、退去時に

残額を返還します。また、未払い家賃がある場合は、敷金から差し引いて、退去時に

残額を返還します。 

③食費 
朝食３４０円/回 昼食４００円/回 夕食４６０円/回 

おやつ １４０円/回 

④光熱水費 

月額１９，５００円 （１日当たり６５０円） 

共用部分の光熱水費は除きます。 

また、外泊などにより、当該事業所に終日いない日に限っては、光熱水費を頂戴

しません。 

⑤管理費 
月額１８，０００円（１日当たり６００円）警備設備管理、器具備品等の管理費 

＊入院及び外泊期間についても定額請求致します。 

⑥理美容費 実費（美容室、理容室利用時の代金） 

⑦医療費 実費（医療機関を受診した際の費用、薬代等） 

⑧その他 

日常生活において通常必要となるものに係る費用で、利用者が負担することが適

当と認められるもの。 

・利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なもの。 

・利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なもの。 

※月途中における入退居について日割り計算としています。 

※利用料等の支払いを受けたときは、利用者又はその家族に対し、利用料とその他の利用料（個別の費用ごとに

区分）について記載した領収書を交付します。 

※法定代理受領サービスに該当しない指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等に係る利用料の支払いを受

けた場合は、提供した指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等の内容、費用の額その他必要と認められ

る事項を記載したサービス提供証明書を利用者又はその家族に対して交付します。 
 

４ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法について 

① 利用料、利用者負担額

（介護保険を適用する

場合）、その他の費用の

請求方法等 

 

ア 利用料利用者負担額及びその他の費用の額はサービス提供ごとに計算

し、利用月ごとの合計金額により請求します。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月 20 日までに利用

者あてにお届け（郵送）します。  

② 利用料、利用者負担額

（介護保険を適用する

場合）、その他の費用の

支払い方法等 

 

ア サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利用者控えと内容

を照合のうえ、利用月の翌月末日までに、事業者指定口座への振り込み

によりお支払い下さい。 

イ 支払いの確認をしましたら、領収書をお渡ししますので、必ず保管され

ますようお願いします。（医療費控除の還付請求の際に必要となること

があります。） 

 
※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当な理由が

ないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さらに支払いの督促から 14 日以内に支払いが

無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。 
 



５ 入退居に当たっての留意事項 
（1） 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の対象者は、要介護（要支援者）であって認知症で

あるもののうち、少人数による共同生活を営むことに支障がない者とし、次のいずれかに該当す

る者は対象から除かれます。 

 ①認知症の症状に伴う著しい精神症状を伴う者 

 ②認知症の症状に伴う著しい行動異常がある者 

 ③認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者 

（2） 入居申込者の入居に際しては、主治医の診断書等により、当該入居申込者が認知症の状態にある

ことの確認を行います。 

（3） 入居申込者が入院治療を要する者であること等、入居申込者に対して自ら必要なサービスの提供

が困難であると認められた場合は、他の適切な施設、医療機関を紹介する等の適切な措置を速や

かに講じます。 

（4） 利用者の退居に際しては、利用者及びその家族の希望、退居後の生活環境や介護の連続性に配慮

し適切な援助、指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等や保健医療、福祉サービス提供者と

密接な連携に努めます。 
 

６ 衛生管理等 
① 衛生管理について 

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理に努め

るとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

② 感染症対策マニュアル 

新型コロナウイルス・ノロウイルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアルを整備し、従

業者に周知徹底しています。また、従業者への感染予防に関する研修を年 1回以上行います。 

③ 他関係機関との連携について 

事業所において食中毒及び感染症が発生し又は蔓延しないように必要な措置を講じます。また、

食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を

求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 
 

７ 緊急時の対応方法について 

指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合、その

他必要な場合には、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が

予め指定する連絡先にも連絡します。また、主治医への連絡が困難な場合は、救急搬送等の必要な措

置を講じます。 

 

８ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等の提供により事故が発生した場合は、

市町村、利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。事故については、事業所とし

て事故の状況、経過を記録し、原因の分析、再発防止のための取り組みを行います。 

また、利用者に対する指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等の提供により賠償すべき事故

【協力医療機関①】 

（協力医療機関一覧） 

医療機関名 公財）横浜勤労者福祉協会 汐田総合病院 

所 在 地 横浜市鶴見区矢向 1-6-20 

電話番号 045-574-1011  FAX 番号 045-574-1097 

診 療 科 内・外・整・脳・紳・眼・耳鼻・皮・泌・婦・精・歯 

【協力医療機関②】 

（協力医療機関一覧） 

医療機関名 公財）横浜勤労者福祉協会 うしおだ診療所 

所 在 地 横浜市鶴見区本町通 1-16-1 

電話番号  045-521-5147   

診 療 科 内・外・整・脳・紳・眼・皮・泌・精・歯 

  



が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 あいおいニッセイ同和損保 

保険名 介護保険・社会福祉事業者総合保険 

補償の概要 事業者が業務遂行するにあたり発生した対人対物事故等 

 

９ 非常災害対策 

① 事業所に災害対策に関する担当者を置き、非常災害対策に関する取り組みを行います。 

災害対策に関する担当者  職・氏名：（ ホーム長 ・ 大腰 貴子 ） 

② 非常災害に備えて、消防計画、水害、地震等の災害に退所するための計画を作成し、非常災害時

の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

地震及び火災避難訓練実施時期：（毎年２回  3 月 及び 10 月） 

水害避難訓練(年 1回 6 月) 
 

 

広域避難場所 總持寺（神奈川県横浜市鶴見区鶴見２－１－１） 

地震時一時避難場所 汐入小学校（汐入町 2-36）又は下野谷第二公園  

水害時一時避難場所 
社会福祉法人うしおだ本部ビル３階（グループホームひまわりの家） 

 横浜市鶴見区下野谷町 4-163-1 電話 045-479-9875 

 

10 サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等に係る利用者及びその家族からの相談

及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 
  

苦情解決の手順 
① 苦情受付 苦情の申し出は、苦情受付担当者に申し出ますが、直接第三者委員に申し出ること

もできます。 

② 苦情受付 

の報告 

苦情受付担当者は苦情を苦情解決責任者へ報告します。 

（必要があると判断された場合は、第三者委員へも報告を行います。） 

③ 第三者委員に

よる内容確認 

第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合、内容を確認する

とともに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知します。 

④ 苦情解決に向

けた話し合い 

苦情申し出人と苦情受付担当者間で解決できない問題について、 

苦情解決責任者は、苦情申出人と話し合いを行い、解決に努めます。第三者委員が

立ち会う場合は、第三者委員は苦情内容の確認、解決案の調整・助言等をします。 

⑤ 解決策の報告 苦情受付担当者又は苦情解決責任者は、苦情申し出人に対し、改善事項について報

告します。 

また、苦情解決責任者は、一定期間ごとに苦情の内容や改善策について第三者委員

に報告し、必要な助言を受けます。 

 

（2）苦情申立の窓口 

【事業者の窓口】 

（担当者・大腰 貴子） 

 

所 在 地 グループホームひまわりの家 

電話・FAX 番号 045-479-9875 

受付時間：9：00～17：00 

【市町村（保険者）の窓口】 

横浜市鶴見区福祉保健センター 

高齢・障害支援課担当 

所 在 地 横浜市鶴見区鶴見中央 3-20-1 

電話番号 045-510-1770 



【市町村（保険者）の窓口】 

横浜市福祉局介護事業指導課 

所 在 地 横浜市中区本町 6-50-10 

電話番号 045-671-2356 FAX 045-550-3615 

【公的団体の窓口】 

神奈川県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 横浜市西区楠町 27-1 

電話番号 045-329-3447 FAX 045-329-3404 

 

11 利用者等の意見を把握する体制及び第三者による評価の実施、情報公開の状況等 
  事業所において実施する事業の内容については、事業所玄関前に文書ファイル置き、公開していま

す。また、情報公表制度、法人ホームページでも運営・経営状況について情報公開を行っています。 

 

第三者評価実施機関 結果の公表 

Rコーポレーション あり  (  年 月 日 ) 

 
 

12 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関する秘

密の保持について 

 

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人

情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いの

ためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努める

ものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）

は、サービス提供をする上で知り得た利用者又はその家族

の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終

了した後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を保持させるため、従業者である期間及び従業者で

なくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、

従業者との雇用契約の内容とします。  

② 個人情報の保護について 

 

別紙、法人の個人情報保護方針を踏まえ、利用者の個人情報に

ついて以下の目的、範囲、期間、条件で取り扱います。 

 

①使用目的 

利用者の為のサービス計画に沿って円滑にサービスを提供さ

れるために実施されるサービス担当者会議、介護支援専門員

との連絡調整において必要な場に私用する。 

②使用する事業者の範囲 

居宅サービス計画に定められた事業者。 

③使用する期間 

当該認知症対応型共同生活介護契約書有効期間とする。 

④条件 

ア.個人情報の提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係

者以外の者に漏れる事の無いよう細心の注意を払うものとす

る 

イ.個人情報の使用した際、会議、相手方、内容などの経過を

記録しておくこと  

 

 

 



13 虐待の防止について 
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じま

す。 

（1） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 (ホーム長・大腰 貴子) 

（2） 成年後見制度の利用を支援します。 

（3） 苦情解決体制を整備しています。 

（4） 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。それらの研修等を通じて、

従業者の人権意識の向上や、知識・技術の向上に努めます。 

（5） 介護支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

（6） 従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利

擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

14 身体拘束について 
事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある

場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用

者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことが

あります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束の時間、経過観察や検討内容を記録し、５年

間保存します。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（1） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及ぶ

ことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防

止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、

直ちに身体拘束を解きます。 

 

15 地域との連携について 
① 運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流に努

めます。  

② 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、（介護予防）認知症対応型

共同生活介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下、この項において「運営推

進会議」と言います。）を設置し、概ね２月に１回以上運営推進会議を開催します。 

③ 運営推進会議に対し、サービス内容及び活動状況を報告し、運営推進会議による評価をうけるとと

もに、必要な要望・助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・要望・助言等についての記

録を作成し、公表します。 

 

16 サービス提供の記録 
① 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護等を提供した際には、提供した具体的なサービス内容

等の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存します。 

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することが

できます。 

③ 入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保険者証に記載

いたします。 

 

 

 

 

 

 



17 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 

上記内容について、利用者に説明を行いました。 

事 

業 

所 

所 在 地 
 

 横浜市鶴見区 

法 人 名 
  

 社会福祉法人 うしおだ 

事 業 所 名 
 

 グループホーム ひまわりの家 

説 明 者 氏 名   担当者   大腰 貴子    印 

 

 事業所から上記の内容の説明を受け、 

□重要事項の内容（利用料金・身体拘束廃止指針・重度化指針含む）

について同意します。 

□貴法人・施設の個人情報保護方針・個人情報の利用範囲について理

解し、私(利用者本人及び家族)の個人情報については、必要最小限の

範囲内で私用する事に同意します。 

 
上記について同意し、重要事項説明書の交付を受けました。 

利用者 

住 所 
 

氏 名 印 

 

代理人 

住 所 
 

氏 名 印 

 

 

           

後見人 

住所  

氏名                              印         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙① 

 

個人情報の保護に関する考え方 

 

社会福祉法人うしおだ（以下、当法人という）は、入居者とともに安全・安心・納得の介護

をすすめていくために、個人情報保護の重要性を十分認識することが重要であると考えていま

す。また、入居者の個人情報の安全な管理は、介護事業者としての社会的責務であると認識し

ています。そのために関係法規、ガイドラインを遵守すると同時に、個人情報保護に関する方

針、規定を策定し、利用者の個人情報の安全管理を行います。 

 

2005 年 3月 25日 制定 

社会福祉法人 うしおだ 

理事長 倉石 奈津美  

 

 

個人情報保護方針 

１、当法人は、個人情報保護法、介護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイ

ドライン（厚生労働省）、その他法令の遵守に努め、個人情報保護活動を行います。  

２、当法人では、個人情報の取扱についての規定を定め、組織体制を整備し、相談・苦情窓口

を設置し、個人情報の保護に努めます。  

３、個人情報の収集、利用及び提供にあたっては、安全で適切な取扱を定め、これを遵守しま

す。  

４、個人情報は、正確かつ最新の状態に保ち、個人情報への不正なアクセス、紛失、破棄、改

ざん及び漏洩の防止に万全を期します。  

５、介護情報は、インフオームド・コンセントの理念に基づき、入居者への開示を原則としま

す。  

６、個人情報に関する方針、規定等は、効果的に実施されるよう継続的に改善していきます。  

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

料金種類（保険分） 適用 単位 
利用者負担額 
（１割） 

利用者負担額 
（２割） 

利用者負担額 
（３割） 

基
本
サ
勖
ビ
ス
費 

 
 

(介護予防）認知症対応型
共同生活介護費(Ⅰ) 
(月額３０日で算出） 

要支援２ ７６１ ２４，４７４円 ４８，９４８円 ７３，４２１円 

要介護１ ７６５ ２４，６０３円 ４９，２０５円 ７３，８０８円 

要介護２ ８０１ ２５，７６１円 ５１，５２１円 ７７，２８１円 

要介護３ ８２４ ２６，５００円 ５３，０００円 ７９，５００円 

要介護４ ８４１ ２７，０４７円 ５４，０９３円 ８１，１４０円 

要介護５ ８５９ ２７，６２６円 ５５，２５１円 ８２，８７７円 

各
種
加
算 

初期加算 
(入居から３０日) 

１日につき ３０ ３３円 ６５円 ９７円 

医療連携体制加算(Ⅰ)
ハ 

１日につき ３７ ４０円 ８０円 １１９円 

入院時費用 
（１カ月６日を限度） 

１日につき ２４６ ２６４円 ５２８円 ７９２円 

看取り介護加算 
（要支援除く） 
1日につき加算 

死亡日以前３１日
以上４５日以下 

７２ ７８円 １５５円 ２３２円 

死亡日以前４日 
以上３０日以下 

１４４ １５５円 ３０９円 ４６３円 

死亡日の前日及び
前々日 

６８０ ７２９円 １,４５８円 ２,１８７円 

死亡日 １，２８０ １,３７３円 ２,７４５円 ４,１１７円 

サービス提供体制 
強化加算（Ⅲ） 

1日につき ６ ７円 １３円 ２０円 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） 1日につき ３ ４円 ７円 １０円 

口腔・栄養 
スクリーニング加算 

1回につき ２０ ２２円 ４３円 ６５円 



 

 
 
 

料金種類（自費分） 金額（日額） 月額(３０日で算出) 備考 

家賃 １,７９０円 ５３,７００円 
 

食費 

朝食 ３４０円 

 ３６,０００円 

 

昼食 ４００円 

夕食 ４６０円 

おやつ代 １４０円 ４,２００円 洋菓子や和菓子等のおやつを提供します。 

水光熱費 ６５０円 １９,５００円 電気、上下水道、ガス代等 

管理費 ６００円 １８,０００円 警備設備の管理、備品保守管理費用等 

日用品・おむつ代・教
養娯楽費等、理美容代 

実費負担 
おむつ、レクレーション材料費、日用品等、ご利用者及びご家
族の希望で提供した場合（持ち込みも可能です）。 
理美容代は美容院代(訪問美容含む)の実費を請求します。 

敷金 １０７,４００円 敷金は、居室の修繕費等に充当させ、退居時に清算します。 

＊法人が必要と判断した場合、生活保護受給者については自費分を減免し、生活保護基準に料金を引き下げ、差額分は事業者負担とする場
合があります。 

 

各
種
加
算 

介護職員等処遇改善加算
(Ⅱ) 

介護報酬総単位数(基本サービス費＋介護職員等処遇改善加算を除く各種加算)×１７．８％×１０．７２ 


